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清野 隆様

e-dash株式会社は、三井物産株式会社を母体と し 、CO2排出量の可視化、報告、削減 を総合的にサポ

ート するサービスプラ ッ ト フ ォ ーム「e-dash」を提供し ている企業です。「e-dash」は、国内の企業・自

治体など約6,000拠点に導入さ れています（2024年2月時点）。「Dig i-PoC TOYAMA（デジポッ ク と やま）

https://e-dash . io/

https://e-dash.io/


実証実験プロジェ ク ト 」では、地域の中小企業の脱炭素経営を促進するための実証実験に挑みまし た。

同プロジェ ク ト を担当し たe-dash株式会社の清野隆氏に、取り 組みの成果や今後の展望などを伺いま

し た。

必要だと わかっ ていても 取り 組めない、県内企業の戸惑いと 不安を 解消し たい

当社は、こ れまでさ まざまな自治体と 連携し 、地域中小企業の脱炭素化支援に取り 組んできまし た。

2022年度は長野県須坂市で、地元企業5社のCO2排出量の可視化および削減施策の検討をサポート  。

宮崎県から は2023年度、県内約100 の中小企業の脱炭素化を支援する事業を委託さ れています。こ

のよう に、自治体による脱炭素に関わるプロジェ ク ト 等は常にウオッ チし ているなかで、「Dig i-PoC

TOYAMA」の取り 組みを知り まし た。

富山県の中小企業のみなさ んは、脱炭素化について戸惑いや不安を抱えていまし た。富山第一銀行様が

実施し たアンケート 結果（「富山県内の中小企業の現在の業況と 脱炭素化への取組状況について」、

2023年4月調査、回答企業310社）によると 、脱炭素化の取り 組み状況について、全体の42.6％が「必要だ

と 思う が取り 組めていない」と いう 回答し ており 、回答企業の半数近く を占めているこ と がわかり まし

た。また、取り 組みに移せない主たる理由は、「人手不足・知識不足」です。「そも そも 、自社がどれく ら い



CO2を排出し ているのか」「減ら すなら どれく ら い、どう やるのか」それを調べるすべも 、人手も 、足り な

い状況であるこ と が垣間見えまし た。

一方、自治体側も 、各中小企業がCO2排出量を把握し ていないため、県内の中小企業のCO2排出量の総

数がわから ない状態。そのため、脱炭素化に向けた具体的な施策検討も 滞っていまし た。当社のサービ

スなら 、企業様、そし て自治体様の両者に貢献できると 感じ たのです。

また、個人的なこ と なのですが、富山県はゆかり の深い土地なんです。学生時代には、石川県で過ごし て

いたこ と も あり 、よく 富山県にも 足を伸ばし ていて。教育実習も 富山県の学校でし たし 、前職で富山大

学と コ ラ ボレーショ ンし たこ と も あり ます。そんな富山県が、地域の企業の脱炭素化による地域経済の

維持・発展や、それによる県民のウェ ルビーイ ング向上を目指し ていると 知って、今、我々が取り 組んで

いる事業が、富山県のためになるなら 、ぜひ寄与し たいと 思いまし た。

光熱費の請求書を アッ プロ ード すれば、CO2排出量が可視化さ れる

当社が実証実験で提供し たのは、「e-dash」のク ラ ウド サービスを核と し た脱炭素化の総合支援です。

「e-dash」では、スキャ ンし た電気やガスなどの請求書をク ラ ウド 上にアッ プロード するだけで、CO2

排出量を可視化するこ と ができます。採択の決め手も 、入力の手間がなく 、特別な知識も 不要と いう サ



ービスの使いやすさ だっ たと 伺っています。実証実験では、可視化し たデータ を元にCO2排出量の削減

検討のご支援までを実施し まし た。

また、各社のCO2排出量を可視化し た結果は、自治体側でも 一覧で確認ができます。さ ら に自治体のご

要望に応じ た最適化も 実証予定です。こ れら の結果を踏まえた上で、今後、カ ーボンニュ ート ラ ルの実

現に向けた県と 企業の連携体制のあり 方の検討や検証も 視野に入れ、取り 組んでいく 予定です。

スケジュ ールと し ては、2023年9月から 実証実験に参加いただける企業の集客がスタ ート し まし た。チ

ラ シを作成し 、高岡信用金庫様、氷見伏木信用金庫様など当社が提携し ている地元の金融機関を通じ て

企業にお声がけ。関心を持ってく ださ っ た企業様に対し 、弊社から 実証実験やサービスについて詳し く

説明し まし た。その後申し 込みをし てく ださ っ た企業様には、「e-dash」の使い方や、アッ プロード いた

だく 請求書の種類のご案内するキッ ク オフ ミ ーティ ングを実施し 、データ のアッ プロード を行っても

ら います。データ をも と にCO2排出量の可視化し 、CO2排出量の削減提案も 随時実施し てきまし た。同

時に、各企業のデータ を自治体側も ダッ シュ ボード で確認できるよう になっ たため、その使い勝手や新

たなご要望などをヒ アリ ングし ています。3月に実証実験の結果をまと めると いう 流れです。

地元金融機関の全面協力による集客で、「未来のために」と 20社が参加



実証実験で一番難航し たのは、最初の集客の部分です。地元企業は、「脱炭素取り 組みは必要だと 思う

が、まだ早いんじ ゃないか」と いう 温度感でし たから 。目標は15社だっ たのですが、富山県から も 、15社

すべて集めるのは難し いのではないかと いう 声が上がっていまし た。そのよう ななか、金融機関の方に

一生懸命つないでいただいき、徐々に地元の企業と お話する機会が増えていきまし た。



そし て、集客スタ ート から 1ヶ 月後の10月下旬、第一号案件と し て荻布倉庫様が「e-dash」を導入。その

理由は、「自社のCO2排出量を測っ たこ と がなく 、状況を知り たい」と のこ と 。やはり 、関心は高いけれ

ど、きっ かけや手立てがないと いう のが、地元企業のみなさ んの思う と こ ろなのだと 実感し まし た。そ

こ から 1社1社と 参加企業が増えていき、最終的には目標の15社を上回る20社に。予想外の結果に、富山

県のご担当者にも 喜んでいただけまし た。

その後、年明け1月1日に、能登半島地震と いう 大災害が起きてし まいまし た。震源と なっ た石川県のみ

なさ んはも ちろんのこ と 、富山県の被害も 大きく 、一時、実証実験どこ ろではない状況も あり まし た。

し かし 、みなさ んの懸命な努力と ご協力のも と 、実証実験を遂行するこ と ができまし た。被災し た方々

に心から お悔やみ申し 上げると と も に、そのよう ななか前向きにご参加いただけたこ と に、感謝し てい

ます。

CO2排出量の削減目標の明確化と 具体策の提案が、県内企業を 動かし 始めた



明確になっ た各企業のCO2排出量をも と に、実証実験では削減提案も 進んでいます。まず、パリ 協定が

求める水 準と 整合し たSBT（Science Based  Targets）に準ずる削減を達成するために、年間でどれく ら

いのCO2排出量を削減し なければなら ないのかを企業様に示さ せていただきまし た。

そのう えで、具体的な対策も 提案し まし た。たと えば、「照明を蛍光灯から LEDに交換するこ と で、約

70% の省エネに繋がる 」「太陽光発電の設備を無償で設置できるPPA（Pow er Purchase Agreem ent：

電力販売契約）と いう 仕組みがある」「非化石証書（※）を購入すると 、使用電力のCO2排出量を実質ゼロ

と し て換算できる」など、ご案内をすると 、企業の方は「知ら なかっ た！」と 驚かれるこ と も 。なかには、

非化石証書を購入する場合のお見積り 作成までアク ショ ンが進んでいると こ ろも あり ます。

※）エネルギーの供給構造高度化法にも と づき、国内の非化石電力（FIT再エネ指定・非FIT再エネ指定・

非FIT指定なし ）の環境価値を証書化し たも の

環境省：「炭素ク レジッ ト 等について」より



また、実証実験の実施にあたり 、富山県から は「『シンプルでわかり やすい排出量の可視化』に加え、『請

求書情報と いう 簡単なイ ンプッ ト だけで、業種や個社の状況に合わせた具体的な削減提案まで示すこ

と ができれば、なお素晴ら し い』」と の期待を寄せら れていたと こ ろ、実際の削減提案の場に同席し た県

の担当者から 高く 評価し ていただきまし た。

脱炭素化は、日々の業務や震災の対応などに追われる企業にと って、まだまだどこ か壮大なイ メ ージが

あるかも し れません。し かし 、取引先が大手企業のケースも 多く 、そこ がグローバルな視野で脱炭素に

取り 組んでいる以上、一刻も 早く 対応し なければなら ない課題です。今回の実証実験により 、「e-dash」

を軸にし た富山県の脱炭素化のアプローチが一定の成果を残せるのではないかと 感じ ています。

「大き な問題を 小さ な行動に」



グローバルに目を向けると 、脱炭素化を念頭に置いた経営は、あら ゆる企業の競争力の維持・向上に不

可欠の要件と なってきています。実際、脱炭素経営によって収益が上がっている企業も 見受けら れま

す。地域の企業が具体的かつ簡便な脱炭素化への取り 組み手法を利用できるこ と は、地域経済の維持・

発展を促進する重要な要素。こ れは、富山県のウェ ルビーイ ングな成長戦略につながっていると 考えて

います。

また、そも そも 脱炭素と は、地球温暖化を止めるために行っているも のです。富山県も 、年平均気温が

100年で2.2℃上昇し ていると いう 報告（富山県気候変動適応センタ ー「県内の気象変動影響」）があり 、

地球温暖化の影響を明ら かに受けていると 言えるでし ょ う 。こ れは、富山に住む人々の生活に影を落と

す可能性が高いと 考えます。その観点から も 、脱炭素経営は富山県のウェ ルビーイ ングに直結し ていま

す。CO2排出量の可視化は、脱炭素経営の第一歩なんです。

も ちろん、一企業が削減できるCO2排出量は限ら れています。し かし 、脱炭素化への取り 組みが1社、2

社と 広がっていく と 大きな力になる。それは、当社が大切にし ている価値観の1つである「大きな問題

を小さ な行動に」と も 一致し ています。こ の実証実験の成果をも と に、脱炭素化への取り 組みが参加企

業から 他の地元企業へ、富山県から 他の自治体へ、ひいては日本、やがては世界へと 広がっ たら 。そんな

こ と を切に願っています。


